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第2部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

郵便事業に とって,昭 和56年 度 の課題 は,前 年度 の郵便法改正を踏 まえて

事業財政の再建 を図る とともに,国 民の ニーズに合 った新 しい商品やサー ビ

スを提供す ることであった。

事業財政 についてみ る と,56年 度 は,56年1月20日(小 包は55年10月1

日)か ら実施 した料金改定 の平年化に よ り1,174億 円 の利益を生 じ,56年 度

末 におけ る累積 欠損金 も1,320億 円 にまで減少 した。

郵便物数 の動 向についてみ ると,56年 度 の年間総引受物数は,前 年度 に実

施 した料金 改定等 の影響に よ り,前 年度 に比べ約8億 通(個),率 に して5.3

%減 少 して約150億 通(個)と な った。

郵便業務運行 は,年 度 当初か ら業 務運行基盤 の確立,送 達速度の安定及び

良質のサ ービスの提供を中心 とした対策 を講 じ,業 務の正常運行に努めた結

果,年 間を通 じておおむね順調に推移 した。 また,年 間を通 じて最大 の繁忙

期であ る年 末年始 においても年賀郵便物,一 般郵便物 とも滞 りな く送達す る

こ とがで き,元 日には21億3,300万 通 の年賀郵便物を配達 した。

郵政省では,国 民 の要望に こたえ るとともに収入を確保す るため,新 しい

サ ー ビスの開発に も積極的に取 り組み,56年7月,二 つの新 しいサ ービスを

開始 した。一つは 「エ コーはが き」(広 告つ き葉書)の 発行であ り,一 つは

「電子郵便」の実験 サー ビスの開始である。

「エコーはが き」 は,こ れ まで全国版,地 方版をそれぞれ販売 したが,い
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ずれ も好評 で,利 用者 に好感を もって受け入れ られている。 また,「 電子郵

便」 は,当 初,東 京,大 阪,名 古屋の三都 市において開始 した が,57年6月

か ら札幌,福 岡の両都市 にも拡大 した。

他方,郵 便 を通 じ,教 育,文 化の向上 ・振興 の一 助 となる ことを願 って,

"ふ みの 日"キ ャンペ ーンなど 「文化的貢献のための諸活動」 を実施 して き

た。

第2節 郵便事業の現状

1郵 便物数の動向

56年度の総引受郵便物数は,149億5,141万 通(個)で,前 年度に比べ約

8億 通(個),5.3%減 少 した。

56年度の物数がこのように減少したのは,前 年度に実施 した内国郵便物の

料金改定の影響により,内 国通常郵便物(平 常信=年 賀郵便物及び選挙郵便

物を除いたもの。)が56年4月 以降,前 年同期に比べて毎月減少 し,57年3

月には増加に転じたものの年間では5.1%減 少 した こと,及 び小包郵便物が

15.2%,年 賀郵便物が4.3%そ れぞれ減少したことによるものである。

56年 度の郵便物数の主な動きを種類別にみると,第2-1-1表 のとお りで

ある。

内国通常郵便物(平 常信)の うち,第 一種郵便物は,料 金改定の影響も比

較的小さく,2.1%増 加した。 第一種郵便物を更に定形と定形外 とに分けて

みると,定 形は2.2%,定 形外は1.1%そ れぞれ増加した。また,料 金を据え

置かれた郵便書簡は,114.8%の 増加 と倍増した。

第二種郵便物は,料 金改定幅が比較的大きかったこともあ り,内 国通常郵

便物の中でも減少割合が大 きく,12.1%減 少 した。

第三種郵便物は,9,7%減 少 した。

第四種郵便物は,学 術 刊 行 物が3.8%増 加 したものの,盲 人用点字等が
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(単位:千 通(個))

区 別

総 計

内 国

平 常 信
通 常
普 通
第 一 種
定 形
市 内 特 別
郵 便 書 簡
そ の 他
定 形 外市 内特別

そ の 他
第 二 種
第 三 種
低 料 扱 い
そ の 他
第 四 種
通 信 教 育
盲人用点字等
農産種苗等学術刊行物

特 殊
書 留
一 般

現 金
そ の 他
簡 易
普 通 速 達
小 包普 通

書 留
一 般

簡 易
普 通 速 達
(書 籍)
年 賀
選 挙

外 国(差 立)

通 常
小 包

計

物 数

14,951,405

14,836,465

12066

llglO

ll298

5669

5108

482

2

4,623

560

13

547

4,524

1,082

556

525

22
14

2

1

3

61i

259
151

75

76
107

352

156

135

5

4

増減割合

549

515

730

777

883

707
670

506

894

000

894

171

045

291

754

737
804

614

493

826

785

528
689

187

502

839

257

034

961

830

899

931
14,243

(58,129)
2,758,194
11,722

114,940

112,625
2,315

切手ちょう付

物 数 増減割合

%
△5 .38,769,065

△5 .48,654,125

△5.35 ,884209

△5.15,787146

△5.25,2690且1

2.12.927616

2.22,606027

3.51079

114.82670

2.02,602278

1.1321589

△L93

1.2321586

△12,12,254324

△9,776781

△11 ,735736

△7 .441045

凸1 .910290

△2.66897

△L22614

△9.1315

3.8464

凸3 .2518135

△4 .2191708

△6 .3】37095

△5.574403

△7.162692

△1.054613

△2.4326427

△15.297063

△13,978755

△22 .25014

△19 .64353

△33 .7661

△23.313,294

(△2,8)(14,430)

△4.32,758,194

△78.41L,722

3、OlI4,940

3.1112,625

△1 .22,315

料金別納 ・料金後納

物 数

%
△5 .86,182,340

△5.96,182,340

△5.96182340

△5.86i23369

△6.06029719

△1.02742161

△1 .02502856

15.9481628

114。8-

△1.12,021228

△0,8239305

△90.912997

凸0.8226308

△11 .62,269847

△12 .21,005264

△9,9520555

414,2484709

1.112447

3.27907

凸1.2

△16 .71178

△2 .33362

△3.193650

凸4.067820

凸6.214594

△5.4784

△7.213810

2.153226

a2 ,525830

△15 .558971

△13.757206

△22.2816

△L9.6546

△36.0270

△22.4949

(0.7)(43,699)
△4 .3

△78 .4

3.0

3.1

△L2

増減割合

%
△4 .6

△4 .6

△4.6

△4.5

△4.5

5.6

5.8

3.4

6.4

3.9

△L7

4.3

△12.6

△9 .5

△11.8

△6.8

△4.2

△7.1

△6.9

4.7

凸3 .7

凸4 .6

△7。1

△12.2

△6,8

昌3.9

ハL2

△14.7

△14.1

△22.4

△19.8

△27.2

△33.5

(△3.9)

(注)1.

2.

3.

4.

△印は減を示す。

小包の()内 は再掲である。

郵便書簡,第 二種(官 製),料 金計器別納,無 料は 「切手ちょう付」に掲
上 した。

年賀,選 挙,外 国郵便物については,全 部を「切手ちょう付」に掲上した。
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1.2%,通 信 教育が2.6%,農 産 種 苗等が9.1%そ れ ぞれ減少 した こ と に よ

り,第 四種郵便物全体 としては1.9%の 減 少 とな った。

書留通常 郵便物 は4.2%減 少 したが,そ の うち一般 書留は6.3%の 減 少で

あ るのに対 し,簡 易 書留 は1.0%の 減 少に とどまった。

普通速達 通常郵便物 は,2.4%減 少 した。

内国小包 郵便物 は,料 金改定 の影響が大 き く15.2%と55年 度 に引 き続 き減

少 し,50年 度 水準 となった。

年賀郵便物は,4.3%減 少 した。

選挙郵便物は,前 年度 に衆議院 議員総選挙,参 議院議員通 常選挙 があ り伸

び率が大 きか った こともあ って,56年 度 は78.4%と 大 幅 に減少 した。

外国(差 立)郵 便物 は,56年7月1日 実施 の料金改定 の影響 も 小 さ く,

3.0%の 増 加 と順調 な伸びを示 した。

2郵 便 局 等

(1)郵 便 局

56年度末現在の郵便局数(簡 易郵便局を含む。)を,55年 度末現在 と比較す

ると,第2-1-2表 のとお り総数で129局 増加した。この内訳は,集 配普通

郵便局が16局,無 集配普通郵便局が1局,無 集配特定郵便局が141局,簡 易

第2-1-2表 郵便局数の推移

区 別

55年 度 末

56年 度 末

対前年度末
増減(△)数

総 計

23,005

23,134

129

普 通 郵 便 局

計

1,201

1,218

ユ7

集

配

局

1,134

1,150

ユ6

無

集

配

局

46

47

ユ

集

中

局

4

4

O

鉄
道
郵
便
局

船
舶
内
郵便

局

143

14

0

3

0

特定郵便局

計

17,586

ll・673

87

集

配

局

4,590

4,536

無

集

配

局

12,996

13,137

・図 ・41

簡

易

郵

便

局

4,218

4,243

25
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郵 便局が25局 それぞれ増加 し,集 配特定郵便局が54局 の減少 とな っている。

(2)郵 便 局舎の改善

56年 度末現在 における普通郵便局の局舎総面積 は,約401万m2で あ り,55

年 度 末 に比べ約19万m2の 増 加が図 られた。

最近5年 間における普通郵便局の局舎総面積及び普通郵便局1局 当た りの

平均面積の増加状況 は,第2-1-3表 の とお りである。 これに よると,52年

度 末を100と した場合,56年 度 末で前老 は124,後 者 は119と な ってお り,

総 体 として普通郵便局 の局舎事 情は順調 に改善 されて きている といえる。

第2-1-3表 年度別普通郵便局局舎状況

年 度 末

52

53

54

55

56

全国普通郵

便局総局数

局 指 数

1,161100

1,174101

1,182!02

1,197103

1,214105

全 国普 通

郵便局局舎

総 面 積

千 ㎡

3,227

3,441

3,586

3,821

4,008

指 数

100

107

111

118

124

普通郵 普通郵便局
便局局1局 当たり
舎改善
局 数 平 均面 積

局

53

53

46

51

45

㎡

2,780

2,931

3,034

3,189

3,301

指 数

100

105

109

115

119

年末年始郵便
業務繁忙期に
おける仮設局
舎等総面積

千 ㎡

165

151

163

151

139

指 数

lOO

92

99

92

84

(注)船 舶局3局 及び昭和基地内局は含んでいない。

しかし,個 別的にみると,大 都市及びその周辺地域や地方都市に所在する

普通局の中には改善を要する局舎が,な お存在している状況にある。また,

年末年始において,多 量に差し出される小包や年賀葉書を処理するために要

する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-3表 のとお りであるが,都 市部に

おける用地の確保難等 もあ り,仮 設局舎の建設に当たって困難な条件が付加

されるようになってきている。普通郵便局の局舎については,今 後とも郵便

物を効率的かつ円滑に処理 し,時 代の進展に対応した郵便サービスを確保 し

てい くため,引 き続きその改善を図っていくことが必要な状況にある。

なお,特 定郵便局の局舎についても,56年 度において477局 の改善が実施

された。
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3集 配 施 設

(1)取 集 サー ビス

論

郵便 ポス トの設置数 は56年 度 末で14万3,836本 とな ってい るが,同 年 度中

に大都市やそ の近郊等,地 況の発展 の著 しい ところを 中心 に1,035本 増 設 し

た。そ の普及状況は,1本 当た り人 口819人,面 積2.6km2で あ り,諸 外国

の普及状況 と比較 してみ ると第2-1-4表 に み られ るとお り,お おむね 同程

度 となっている。

また郵便 ポス トか らの取 集度数 は,郵 便 の利用状況等に よ り1日1度 か ら

5度 までの間で設定 してお り,安 定的かつ効果的な取 集サ ー ビス の確保 に努

めている。

第2-i-4表 国別郵便ポス ト普及状況

(1980年 度)

訳
目 本

米 国

英 国

西 独

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

郵便ポス ト数

143,836

366,703

100,000

109,738

158,000

56,555

本

1本 当た り人 口

819

574

558

561

341

1,010

人

1本 当た り面積

2.6

25.5

2.4

2.3

4.1

5.3

km2

(注)LUPU郵 便業務統計表による。

2.日 本は1981年 度資料による。

3.米 国は1973年 度資料による。

4.英 国は1978年 度資料による。

(2)配 達 サー ビス

ア.配 達区及び配達 度数

配達区(1日1人 が配達 を分担す る区画)は,56年 度 末現在5万239区 で

あ り,発 展す る大都市 及びその周辺部を中心 に増加 した。

なお・過疎過密化現 象の進行 に即 して,人 口希薄な地域 の配達 区は併 合す

るなどして再編成 する とともに過密地域において配達 区を増やす努 力 も引き
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続 き行 ってい る。 また,56年 度 末現在 の配達度数別の配達 区画 の現状は,第

2-1-5表 の とお り2度 配達 の区が約半数 を占めてい る。

諸外 国に おけ る2度 配達 区域 は第2-1-6図 の とお り,ご く限 られた地域

第2-1-5表 郵便配達区画の状況

度 数

区 別

互 度 配 達

2度 配 達

配 達 区

区 数 構 成 割 合

28,387

21,852

区
56.5

43.5

%

計 50,239 1QO,0

100

%

90

80

70

60

50

40

30

20

10

98

第2-1-6図 諸外国の配達度数

2

100

5

95

5

95 98

2

44

56

0 米 西 力 ぞ イ 日

ナ 歪 告

国 独 ダ 享 で 本

(注)51年 調 査 。 た だ し,日 本 は56年 度 末 現 在 。

囮2度 配達

[コ1度 配達
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となってお り,し かも配達度数は次第に減少の傾向にある。

我が国においても,配 達度数については,事 業の効率的運営を図る観点か

ら見直 しを進めているところである。

イ.速 達 配 達

速達配達地域は,配 達を受け持つ郵便局から陸路4km以 内の場所及び4

kmを 超え,8km以 内の住宅等が集中する場所の うち郵政省において 必 要

と認める場所 とされている。56年度末現在では,全 国の世帯数 の約94%に 相

当す る約3,407万 世帯が速達配達地域内となっている。

ウ.辺 地 集 配

郵便の配達サービスについては,原 則 として毎 日各戸配達のサービスを提

供 しているが,交 通が困難な辺地等については郵便規則第85条 を適用 して,

年間を通 じ,又 は期間を限って郵便局の窓 口において交付 し,あ るいは郵便

局長の指定する場所に設置 された集合受箱,又 は受取人が配達区域内に指定

した受取場所に配達する方法をとっている。56年 度末現在 これ らの方法によ

り,郵 便物が交付又は配達 される世帯は約6,300世 帯である。

(3)集 配作業環境の改善

集配作業を円滑に行 うには,そ の作業環境の与える影響が大きい。特に,

都市及び近郊地においては,既 成市街地の再開発や新市街地の開発等による

高層建築物の増加,地 番の混乱,人 口 ・世帯の集中,交 通規制の強化等によ

り,次 第に集配作業環境が悪化している。 したがって,円 滑な集配サービス

を提供す るには,郵 政省の経営努力とともに,利 用者や地方 自治体等の協力

を得て作業環境の改善を図る必要がますます大 きくなっている。これまでの

施策の状況は,次 のとお りである。

ア.高 層建築物への配達

都市において,大 型化 ・高層化が進む建築物に対する配達作業を効率的に

するため,36年5月,郵 便法及び郵便規則の一部が改正され,3階 層以上の

エレベーターのない建築物については,そ の出入口付近に郵便受箱を設置す

ることが郵便の配達を受けるための条件とされた。また,エ レベーターのあ
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る高層建築物についても,郵 便配達作業の円滑な運営を 図るため,53年12

月,郵 便規則の一部が改正され,他 の高層建築物 と同様にその出入口付近に

郵便受箱を設置すべきものとされ,54年4月1日 か ら施行された。

イ.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置す るよう協力を求めてきたが,56年 度末現在で全配達箇所数

(高層 ビルを除 く。)約3,293万 箇所のうちの91.9%(内 訳:郵 便受箱77.2%,

ドア等の差入口14.7%)に 当たる約3,025万 箇所の設置協力が得られた。 し

か し,な お多数の未設置箇所があることから,今 後 とも引き続き強力に勧奨

を進めてい く必要がある。特に,ア パー ト等二階建て集合住宅等については

配達作業が難渋している実情もあり,こ れが集中している地域においては集

合受箱の設置を積極的に勧奨してい くこととしている。

このほか,53年 度から社宅,別荘地,商 ・工業団地等住宅や事業所が平面的

に集中している地域において,各戸の郵便受箱を地域集合受箱として,その地

域内の1又 は数箇所にまとめて設置し,これに配達す ることを実施している。

また,郵 便受箱が設置されていても氏名札が掲出されていない箇所も相当

数あ り,こ れについても積極的に勧奨を行っていく必要がある。

ウ.住 居 表 示

地番の混乱等による配達作業難を解消するため,37年5月 「住居表示に関

する法律」が施行されて以来,今 日まで,郵 政省は関係機関 と協力して住居

表示の実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対する住居番号表

示板の寄贈,地 方 自治体に対する簡易保険積立金の短期融資等のパ ック ・ア

ップを行ってきたところである。しかし,56年9月 末の進ちょく率は,地 方

自治体の実施計画数1,775万 世帯に対して実施済世帯数1,374万 世帯で実施

率77.4%(全 世帯に対 しては37.8%)に すぎず,か つ,最 近は実施率が伸び

悩んでいる傾向にある。

(4)郵 便集配用機動車

郵便外務員の労力の軽減と作業の能率化のため,集 配作業に軽 自動 四 輪



一116一 第2部 各 論

車,自 動二輪 車の導入 を進めて きたが,56年 度 末現在 で全 国の配備 車両数は

軽 自動四輪車が4,613両,自 動二輪車が5万6,075両 とな ってい る。

これ らの機動車 の配備状況は,第2-1-7表 の とお りであ る。

第2-1-7表 郵便集配作業用機動車の配備状況

訳 軽自動四輪車

52

53

54

55

56

3,988

4,103

4,213

4,322

4,613

両

自動二輪車

52,073

52,798

53,725

54,612

56,075

両

計

56,061

56,901

57,938

58,934

60,688

両

(5)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係

大都市を中心に,中 都市以上に所在する郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,56年 度末で全国の集配普通局1,150局 のうち260局 において郵便専用

自動車による郵便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ.小 包配達関係

都市における労働力確保難に対処するため,45年 か ら小包配達の外部委託

を試行 してお り,56年 度末現在の受託者は約450人 となっている。

ウ.集 配 関 係

集配局から遠隔の地で,取 扱物数の少ない地域について,集 配作業の効率

化を図るため,56年 度末で約1,500区 を個人委託 している。

(6)郵 便私書箱の利用状況

集配郵便局や大都市の高層 ビル内の無集配郵便局等には,郵 便私書箱が設

置されている。56年度末における郵便私書箱の設置数は約10万1千 個 で あ

り,こ のうち約5万3千 個が利用されている。

4郵 便 輸 送

(1)郵 便輸送施設の現況

郵便物の輸送は,遠 距離は鉄道,航 空機を主力 とし,近 距離及び大都市内
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は 自動車 を主力に して行 ってい る。

56年 度末現在におけ るこれ らの輸送施設の 現 況 は 第2-1-8表 の とお り

で,鉄 道 ・自動車 ・航空機の三輸送機関で,全 体 の延べ距離 の95.2%を 占 め

ている。

第2-1-8表 郵便輸送施設の現況

(56年度末現在)

試
鉄 道

自 動 車

航 空

船 舶

道 路

線 路 数

線 路

121

3,360

73

i37

2,065

構成比

%
2.1

58,4

1.2

2.4

35.9

単キ ロ程

23

66

50

14

2

㎞

715

733

961

953

930

構成比

%
14.9

41.9

32.0

9.4

1.8

1日 延 べ

キ ロ 程

226

260

189

26

7

㎞

324

912

654

404

883

構成比

%
31.8

36.7

26.7

3.7

1.1

計 ・ ・56レ …Q159,2921・ …1711・177[1・ 。・・

(注)道 路とは,自 転車,徒 歩等による輸送をいう。

(2)郵 便 輸送施設の推移

郵便輸送 施設 の推移をみ ると,第2-1-9表 の とお り自動車,航 空の施設

が大幅に増 加 している。 これは,国 鉄 ・私鉄 におけ る合理化 の推進に よ り,

第2-1-9表 郵便輸送施設の変遷(1日 当たり延ベキロ程)

(単位:㎞)

状 計
40

45

50

55

56

452,122
(100)

535,795
(ll9)

678,917
(150)

704,964
(156)
711,177
(157)

鉄 道

169,771
(100)

197,771
(116)
250,704
(148)

233,971
(138)

226,324
(133)

自動車

156,722
(loo)

189,850
(121)
236,625
(151)
258,867
(165)

260,912
(166)

航 空

84,016
(100)

111,380
(133)
155,771
(185)
178,293
(212)

189,654
(226)

船 舶

17,909
(100)

17,927
(100)
24,993
(140)

25,456
(142)

26,404
(147)

道 路

23,704

(loo)

18β67

(BO)

10β24

(46)

8,377

(35)

7,883

(33)

(注)1.()内 は,40年 度 末 を100と した指 数 であ る。

2.「 道 路 」 欄 は,自 転 車,徒 歩 等 に よる輸 送 で あ る。
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郵便輸送に適さなくなった線路が出てきた反面道路状況が改善されるなどに

よりそれぞれ自動車輸送に切 り替えられたこと,航 空便が大幅に開設 された

ことなどによるものである。

なお,56年 度においても,56年10月1日 の国鉄 ダイヤ改正等に伴い,鉄 道

及び自動車輸送の一部調整並びに航空郵便線路の開設を行った。

5郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するため,こ れまでに東京,大 阪両都市に集中処

理局を建設したほか,全 国の主要郵便局に郵便番号自動読取区分機,郵 便物

自動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,書 留複写機,局 内搬送機器等の

各種機械の配備を行ってきた。また,中 小規模の郵便局に適した機械の開発

と配備の拡充に努めてきた。

(1)主 要機械の配備状況

56年度においても,引 き続き各種機械類の配備を行った。

第2-1-10表 主要郵便機械配備状況
(56年度末現在)

機 械 名 1訓 台剃 備 考

郵便番号自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取 りそろえ押印機

小包区分装置

局
125

96

101

22

台
157

U4

101

52

うち74局91台 は 郵 便 物 の選 別

}
か ら取 りそろえ,押 印,区 分
までを一貫して自動処理する
連動システムとなっている。

回 転 式,バ ン コ ンベ ヤ 式,斜

行 ベ ル ト式

第2-1-11表 主要郵便機械配備状況の推移訳
郵便番号自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取 りそろえ押印機

小包区分装置

52

101

107

57

51

台

53

104

108

71

52

台

54

120

112

81

53

台

55

141

114

92

54

台

56

157

U4

101

52

台
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56年 度末における配備状況は第2-1-10表 のとお りで あ り,過 去5年 間

の配備状況の推移は第2-1-11表 のとお りである。

(2)機 械の改良及び開発

56年度においても機械の性能向上,機 能の拡大及び機械の小型 化 に 努 め

た。郵便番号自動読取区分機については,郵 便番号が手書きされた ものと印

刷活字によるものとを混合 した状態で供給 しても読み取ることができる機能

を持った区分機を稼働させたほか,中 規模局向けの小型で経済的な機械の配

備を進めるとともに,中 規模局向けの選別台付自動取 りそろえ押印機,卓 上

型の書留複写機,簡 易型の書状自動押印機の配備を拡充 した。

郵便窓口引受用セルフサービス機については,渋 谷局のほか10局 において

引き続き実用実験を行っている。また,53年 度に多種類の切手を発売できる

新型の郵便切手発売機を開発 したが,そ の後,更 に機能等の改良を加え,55

年度には領収証も発行できる切手 ・葉書の発売機を開発し,実 用実験を開始

した。

さらに,書 留通常郵便物の引受局記号番号を,バ ーコードで表わし,受 領

証及び送達証等の作成作業を機械的に行 う実験を54年 度に本所局,56年 度に

は神田局を追加して実施 している。 また,郵 便物等のあて先情報を従来の打

けんによる方法に代え,人 間の音声により入力する実験を55年度から東京北

部小包集中局の小包区分装置で,56年 度には浦和局の大郵袋区分装置で行っ

ている。

(3)機 械稼働効率の向上

郵便作業の機械化は,郵 便番号制等に対する利用者の協力により比較的短

時日の間に成果を上げることができたが,今 後は,機 械配備の拡充,新 分野

の機械化等に努める一方,既 存の機械の効率的使用について十分配意 してい

くことが必要である。このため,郵 便番号の適正な記載等について,な お一

層利用者の協力を仰 ぐとともに機械運用体制を充実,強 化するなど機械処理

物数の増大を図る方策を検討し,進 めてい くこととしている。
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6要 員

56年度末現在の郵便事業定員は総人員13万9,778人 であ り,最 近10年 間の

郵便物数の増加と定員の伸びを比較すると第2-1-12表 のとお りで あ る。

第2-1-12表 郵便物数と郵便事業定員の推移

年度

区別 郵 便 物 数阪
46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

百 万 通

12,286

12,560

13,201

14,056

14,121

13,023

13,763

14,345

15,315

15,787

14,951

100

102

107

114

115

106

112

117

125

128

122

郵 便 事 業 定 員

阪
人

127,978

130,195

131,816

133,755

134,387

135,689

138,079

138,684

139,357

139,341

139,778

100

102

103

105

105

106

108

108

109

109

109

これによると46年度を100と した場合,56年 度においては,郵 便物数が122

であるのに対 し,定 員は109と なっている。

これは,集 配運送施設の改善,作 業の機械化 ・効率化等を進めて要員の節

減を図る努力をしていることなどに よるためである。

郵便の取扱事務量は日又は月により波動性が大きいが,職 員の時間外労働

あるいは非常勤職員の雇用により対処 している。

7郵 便事業の財政

郵便事業は,人 件費が約70%を 占め,さ らにこれに準ずる経費を加えると

人件費的経費が約90%を 占める労働集約性の高い事業であるため,本 来賃金

コス トの上昇に弱い体質を持っている。近年における我が国の賃金水準は,

年 々上昇を示 し,こ のため経費が増大してい く傾向は避iけられず,郵 便事業



第1章 郵 便 一121一

財 政を圧迫 して きた。最近 におけ る郵便事業 の財政状 況 は,第2-1-13表

の とお りで ある。

第2-1-13表 郵便事業の財政状況

(単位:億 円)譲
収 益

郵 便 業 務 収 入

そ の 他 雑 収 入

費 用

人 件 費

物 件 費 等

利 益 又 は △欠 損

累 積 欠 損 金

52

8,012

7,319

693

7,799

5,528

2,271

213

△1,681

53

8,280

7,503

777

8,499

5,896

2,603

△219

△1
,900

54

8,691

7,895

796

8,915

6,235

2,680

△224

△2 ,124

55

9,403

8,540

863

9,773

6,842

2,931

△370

△2,494

56

Il,866

10,838

1,028

10,692

7,463

3,229

1,174

△1,320

郵便事業財政は,48年 の石油危機に端を発 した人件費や諸物価の高騰によ

り,49年 度は大幅な赤字に転じたため,50年 度(51年1月)に 郵便料金の改

定が行われたが,既 に生じていた多額の累積欠損金は,51年 度に繰 り越され

ることとなった。

52年度は,単 年度で黒字となった。しかしなが ら,53年 度か ら再び赤字と

な り,54年 度末では2,124億 円の累積欠損金を抱えることとなった。

そこで,こ の窮迫した事業財政の建て直しを図るため,56年1月20日(小

包は55年10月1日)か ら郵便料金の改定を行ったが,料 金改定の実施時期が

予定 より遅れた こともあって55年度は370億 円の赤字を生 じ,年 度末におけ

る累積欠損金は2,494億 円に達 した。56年 度では料金改定の平年化 に ょ り

1,174億 円の利益を生じ,56年 度末における累積欠損金は1,320億 円に減少

した。しかし,な お多額の累積欠損金を抱えてお り,今 後とも事業運営の効

率化を一層推進 し,経 費の増大の抑制に努めるとともに,さ らに郵便の需要

を開拓し,収 入の確保に努めることが強 く要請されるところである。
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8外 国 郵 便

(1)外 国郵便物数の動向

ア.概 況

56年 度の外国郵便物数は,

区 別

論

第2-1-14表 の とお りである。

第2-1-14表 昭和56年 度の外国郵便物数

(単位:千 通(個))

外 国 あ て 外 国 来

通 剃 小 包一一
航 空 便

船 便

99,421

13,204

1,590

725

86,637

31,120

752

742

計 ll・62・1 2,315 ll・7571 i,494

これ を対前年度比でみ ると,外 国あ てのものについては,航 空 郵 便 物は

3.6%の 増 加であ ったのに対 し,船 便郵便物 は1.5%の 減 少であ り,外 国 あて

郵便物全体 としては3.0%の 増 加であ った。

一方
,外 国来郵便物 数を対前年度 比でみれぽ,航 空郵便物0.5%,船 便 郵便

物4.1%の 増 加で あ り,外 国来郵便物全体 としては1.4%の 増 加であ った。

次 に,外 国あて と外国来 の郵 便物数 を比較 してみ ると通常郵 便物 について

は,外 国来の ものが外国あての もの よ り多 く,小 包郵便物 については,外 国

あてのものが外国来の もの よ り多い とい う従来か らの傾 向が続 いてい るが,

通 常郵便物については,そ の差 は次第に縮 まっている。

イ.船 便,航 空便別 の利用動 向

この10年 間 におけ る外国あて郵便物数 の動 きをみる と,10年 前 に比べて通

常郵便物 で,航 空便が16.6%増 加 しているのに対 して,船 便 は55.1%減 少 し

てお り,航 空便 と船便 との物 数比は,46年 度 において74:26で あ った もの

が,56年 度 では88:12と 格 差を広げてい る。

また,小 包郵便物については,10年 前 に比べ て航空便 が34.3%増 加 してい

るのに対 して,船 便は35.6%減 少 してお り,航 空便 と船便 との物数 比は51:
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49で あ った ものが69:31と 航 空便が増加 している。

一方 ,外 国か ら到着す る郵便物については,10年 前 に比べて通常郵便物 で

航空便 は1.2%,船 便 は25.2%減 少 してお り,航 空便 と船便 との利用比は,

46年 度 におい て68:32で あ った ものが,56年 度 では74:26に な ってい る。

小包郵便物については,10年 前 に比べ て,航 空便が35.7%増 加 してい るの

に対 して船便は6.1%減 少 とな ってお り,航 空便 と船便 との物数比は,41:

59で あ った ものが50:50と な ってい る。

第2-1-15図 年 度別外国あて通常郵便物数
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以上の とお り,外 国郵便 の利用形態は,船 便か ら航 空便への移行 が続 いて

い る(第2-1-15図 ～ 第2-1-18図 参 照)。

第2-1-16図 年度別外国あて小包郵便物数
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第2-1-17図 年 度 別 外 国 来 通 常 郵 便 物 数
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第2-1-18図 年度別外国来小包郵便物数
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(2)外 国郵 便物の地域別交流状況

56年 度の調査 によれば,外 国あて郵便物 中,通 常郵便物 については,ア ジ

アが31.3%で 前年 度に引き続いて第1位 を占め,次 いで30.0%の 北 ア メ リ

カ,25.4%の ヨ ーロッパ とここ数年来 の順位に変動はない。

また,小 包郵便物 について もア ジアが33.8%で 第1位 を占め,次 いで32.9

%の 北 アメ リカ,21.4%の ヨ ーロヅパの順 となってい る。

一方
,外 国か ら到着す る郵便物 については,通 常郵便物 及び小包郵便物 と

もに,北 ア メ リカか らのものが最 も多 く,特 に小包郵便物 は45.9%と 圧 倒的

な比率 を占めてい る。

通常郵便物については,36.4%の 北 アメ リカに次い で,33.0%の ヨー ロッ

パ,23.3%の ア ジアの順 とな ってお り,ま た,小 包郵便物については,45.9

%の 北 アメ リカに次いで,24.3%の ア ジア,23.7%の ヨー ロッパの順 となっ

てい る(第2-1-19図 参 照)。

(3)外 国通常郵便物の種類別利用状況

航空 郵便物 についてみ ると,外 国あて及び外国来 とも書状 の利用が最 も多

く,そ れぞれ69.0%及 び58・6%を 占めてお り,次 いで印刷物,葉 書の順で

あ る。船便郵便物 では,印 刷物 の利用が断然 多 く,外 国あて及 び外 国来 とも

約90%を 占めてお り,次 いで書状の順 となってい る(第2-1-20図 参 照)・
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第2-1-19図 本邦発着外国郵便物の地域別構成(56年 度)
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第2一 て一20図 本邦発着外国通常郵便物種類別利用比(56年 度)
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